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○袖ケ浦市低入札価格調査制度実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する建設工事及び建設工事に関連する業務委託又は製造の請負（以下

「建設工事等」という。）に係る競争入札において、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て入札をした者又は価格その他の条件が最も有利な入札をした者（以下「最低価格入札者等」とい

う。）が当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあるか否かを判断するための調査（以

下「低入札価格調査」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事等） 

第２条 低入札価格調査の対象は、競争入札により契約を締結しようとする次の各号に掲げる建設工

事等とする。ただし、市長が低入札価格調査の必要がないと認めた場合は、この限りでない。 

(１) 設計金額が3,000万円以上の建設工事又は製造の請負 

(２) 設計金額が1,000万円以上の地質調査業務、測量業務、建築関係の建設コンサルタント業務、

土木関係の建設コンサルタント業務及び補償関係コンサルタント業務の委託（以下「業務委託」

という。） 

(３) 前２号の規定にかかわらず、総合評価方式により契約を締結しようとする建設工事等 

（調査基準価格） 

第３条 低入札価格調査を実施する基準価格（以下「調査基準価格」という。）は、別表第１の区分

に応じ、予定価格（消費税及び地方消費税の額を除く。以下同じ。）の算出の基礎となった算定項

目のそれぞれの費用に同表の調査基準算定割合を乗じて得た額の合算額とし、その額に１円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨てる。この場合における算定項目に含まれる費目は、別表第１

に掲げるものとする。 

２ 前項の規定により算定した額が、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号の定める額を

調査基準価格とし、その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

(１) 建設工事又は製造の請負で予定価格に100分の92を乗じて得た額を超える場合は、予定価格に

100分の92を乗じて得た額、予定価格に100分の75を乗じて得た額に満たない場合は、予定価格に

100分の75を乗じて得た額 

(２) 地質調査業務の委託で予定価格に100分の85を乗じて得た額を超える場合は、予定価格に100

分の85を乗じて得た額、予定価格に３分の２を乗じて得た額に満たない場合は、予定価格に３分

の２を乗じて得た額 

(３) 測量業務の委託で予定価格に100分の82を乗じて得た額を超える場合は、予定価格に100分の

82を乗じて得た額、予定価格に100分の60を乗じて得た額に満たない場合は、予定価格に100分の

60を乗じて得た額 

(４) 地質調査業務及び測量業務の委託を除く業務委託で予定価格に100分の80を乗じて得た額を

超える場合は、予定価格に100分の80を乗じて得た額、予定価格に100分の60を乗じて得た額に満

たない場合は、予定価格に100分の60を乗じて得た額 

３ 前２項の規定にかかわらず、別表第１の算定項目の費用による調査基準価格の算定が困難な場合

は、次の各号に定める額を調査基準価格とする。 

(１) 建設工事又は製造の請負で予定価格に100分の92から100分の75までの範囲内で適正と認める

割合を乗じて得た額 

(２) 地質調査業務の委託で予定価格に100分の85から３分の２までの範囲内で適正と認める割合

を乗じて得た額 

(３) 測量業務の委託で予定価格に100分の82から100分の60までの範囲内で適正と認める割合を乗

じて得た額 

(４) 地質調査業務及び測量業務の委託を除く業務委託で予定価格に100分の80から100分の60まで

の範囲内で適正と認める割合を乗じて得た額 

（失格判定基準） 

第４条 前条に規定する調査基準価格を下回る価格をもって入札をした者で、次の各号に定める基準

（以下「失格判定基準」という。）のいずれかに該当するものは、失格とする。 

(１) 入札価格が契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる価格（以下「価
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格失格判定基準」という。）は、別表第１の区分に応じ、次に定めるものとする。 

ア 建設工事又は製造の請負は、別表第１の算定項目の費用に価格失格判定算定割合を乗じて得

た額（その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。）を下回る額。この場合

における算定項目に含まれる費目は、別表第１に掲げるものとする。 

イ 業務委託は、別表第１の算定項目の費用に価格失格判定算定割合を乗じて得た額の合算額（そ

の額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。）を下回る額。この場合における

算定項目に含まれる費目は、別表第１に掲げるものとする。 

(２) 前号の規定にかかわらず、別表第２の項目に応じ、同表の内容（以下「価格失格判定基準以

外の失格判定基準」という。）に該当するとき。 

（失格の判定） 

第５条 前条第１号に規定する価格失格判定基準による失格の判定は、開札のときに行う。 

２ 前条第２号に規定する価格失格判定基準以外の失格判定基準による失格の判定は、袖ケ浦市低入

札価格調査委員会（第９条を除き、以下「委員会」という。）の会議で、調査基準価格を下回る入

札を行い、かつ、価格失格判定基準に該当しない者で最低の価格又は最も有利な条件で入札したも

の（以下「調査対象者」という。）からの事情聴取により行う。 

（入札者への周知） 

第６条 予算執行者及び契約担当者（以下「予算執行者等」という。）は、低入札価格調査の円滑な

運用を図るため、一般競争入札の公告又は指名競争入札の指名通知及び入札執行前に、次の各号に

掲げる事項を明示するものとする。 

(１) 低入札価格調査の基準があること。 

(２) 調査基準価格を下回った入札が行われた場合の入札の終了の方法及び通知方法 

(３) 最低価格入札者等は、最低価格の入札であっても必ずしも落札者とならない場合があること。 

(４) 最低価格入札者等が、当該入札後における報告を指定した期限までに提出しない場合は、当

該入札者のした入札を無効とすること。 

(５) 最低価格入札者等は、当該入札後における第11条第１項に規定する委員会の会議へ出席し、

事情聴取に協力すること。 

(６) 前号に規定する事情聴取に協力しない者は、当該入札者のした入札を無効とすること。 

(７) 価格失格判定基準に該当する入札をした者は、当該入札者のした入札を失格とすること。 

(８) その他必要と認める事項 

（落札者の決定の保留） 

第７条 予算執行者等は、開札の結果、第３条に規定する調査基準価格を下回る入札をした者があっ

たときは、落札者の決定を保留し、入札を行った者全てに対し、低入札価格調査の実施後に落札者

を決定する旨を周知するものとする。 

（低入札価格調査の実施） 

第８条 市長は、前条の規定により、落札者の決定を保留したときは、調査対象者に対して、低入札

価格調査を実施するものとする。 

２ 市長は、低入札価格調査を実施するため、低入札価格調査報告書提出等依頼書（様式第１号）に

より、次の各号に掲げる事項の報告を調査対象者に求めるものとする。 

(１) 建設工事又は製造の請負の報告事項は、次のとおりとする。 

ア 当該入札価格で入札した理由 

イ 当該入札価格の積算内訳書及び明細書 

ウ 労務者の供給に関する事項 

エ 手持ち工事の状況 

オ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連 

カ 資材（機器）の調達に関する事項 

キ 手持ち機械に関する事項 

ク 建設副産物に関する事項 

ケ 過去に施工した同種の公共工事名、発注者及び成績状況 

コ 経営状況、信用状態等に関する事項 

サ その他必要な事項 
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(２) 業務委託の報告事項は、次のとおりとする。 

ア 当該入札価格で入札した理由 

イ 当該入札価格の積算内訳書及び明細書 

ウ 配置予定の技術者その他当該契約の履行体制に関する事項 

エ 技術者、作業員、労務者等の供給に関する事項 

オ 手持ち建設工事等委託業務の状況 

カ 手持ち機械に関する事項 

キ 過去に受注し、履行した同種又は類似の業務の名称、発注者及び成績状況 

ク 経営状況、信用状態等に関する事項 

ケ その他必要な事項 

３ 調査対象者は、前項に規定する報告の求めがあった日の翌日から起算して５日目（その日が、日

曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日又は12月29日から

翌年の１月３日までの日（同法に規定する休日を除く。）に当たるときは、これらの日の翌日）ま

でに、低入札価格調査報告書（様式第２号）を市長に提出するものとする。 

４ 前項の規定による報告があったときは、その報告結果を次条に定める委員会で審査するものとす

る。 

５ 第３項に規定する期限までに調査対象者から報告がなかった場合は、調査対象者の入札は無効と

し、入札が無効とされた者以外の入札者の中から再度調査対象者の有無を判定し、新たな調査対象

者がある場合は、第２項から前項までの規定による手続きを行うものとする。 

（委員会の設置） 

第９条 前条に規定する低入札価格調査を実施するため、袖ケ浦市低入札価格調査委員会を置く。 

（委員会の組織） 

第10条 委員会は、委員５人をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

(１) 契約担当部長 

(２) 契約担当課長 

(３) 工事等発注担当課長 

(４) 工事等設計担当課長 

(５) 工事等検査担当班長 

３ 委員会に委員長を置き、委員長は契約担当部長の職にある者を充てる。 

４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

５ 委員長が欠けたとき又は委員長に事故があるときは、契約担当課長の職にあるものがその職務を

代理する。 

（会議） 

第11条 委員長は、低入札価格調査報告書の提出があったときは、低入札価格調査委員会開催通知書

（様式第３号）により、委員会の会議を招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

４ 会議に出席できない委員（委員長を除く。）は、当該調査事項について書面をもって表決し、又

は他の者を代理人として表決を委任することができる。この場合において前２項の規定の運用につ

いては、その委員は出席したものとみなす。 

５ 委員会は、報告事項の内容を聴取し、審査をするため、調査対象者に対し会議への出席を求める

ものとする。 

６ 調査対象者が委員会の会議に出席せず、前項に規定する事情聴取に応じないときは、調査対象者

の入札は無効とする。 

７ 委員会は、必要があるときは、関係職員及び関係者の出席を求めてその意見を聴くことができる。 

（低入札価格調査の審査） 

第12条 委員会は、審査の結果、調査対象者の入札が価格失格判定基準以外の失格判定基準に該当す

ると判断した場合は、当該調査対象者を失格とする。 

２ 前項の規定により、調査対象者が失格となった場合は、失格となった者以外の入札者の中から再
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度調査対象者の有無を判定し、新たな調査対象者がある場合は、第８条から前条までの手続き及び

審査を行うものとする。 

３ 前項の規定は、調査対象者がいなくなるまで繰り返し行うものとする。 

（低入札価格調査表の作成） 

第13条 委員会は、低入札価格調査終了後、当該調査結果に基づき、低入札価格調査表（様式第４号）

を作成し、市長に報告するものとする。 

（決定等） 

第14条 市長は、前条までの規定による低入札価格調査の結果に基づき、次の各号のとおり決定する

ものとする。 

(１) 第12条の規定により、調査対象者が価格失格判定基準以外の失格判定基準に該当しない場合

は、その調査対象者を落札者として決定し、同条の規定により調査対象者が全て失格となった場

合は、調査価格基準を上回る価格で入札を行った者のうち、最低の価格又は最も有利な条件で入

札したものを落札者として決定する。この場合において、一般競争入札による場合にあっては、

袖ケ浦市制限付き一般競争入札実施要綱（平成21年告示第32号）第14条第１項に規定する入札参

加資格の確認審査後に落札者として決定する。 

(２) 失格判定基準に該当した者は、失格者として決定する。 

(３) 第８条第３項に規定する報告を期限までに行わなかった調査対象者及び第11条第６項に規定

する委員会の会議へ出席せず、事情聴取に応じなかった調査対象者は、その入札を無効として決

定する。 

２ 市長は、前項各号の規定により、落札者、失格者及び入札の無効を決定した場合は、決定通知書

（様式第５号）により前項各号に規定する者に通知するものとする。 

（建設工事請負契約における措置） 

第15条 市長は、建設工事で低入札価格調査を実施し、落札者となった者と契約を締結する場合は、

次の措置を講ずるものとする。 

(１) 契約の保証の額を請負代金額の10分の３以上とする。 

(２) 契約における前金払いの額を請負代金額の10分の２以内とする。 

（庶務） 

第16条 委員会の庶務は、契約担当課において処理する。 

（委任） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年告示第85号） 

この告示は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年告示第157号） 

この告示は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則（平成28年告示第115号） 

この告示は、平成28年７月１日から施行する。 

附 則（平成29年告示第87号） 

この告示は、平成29年６月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月29日告示第14号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和元年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の袖ケ浦市低入札価格調査制度実施要綱の規定は、この告示の施行の日以

後に一般競争入札の公告又は指名競争入札の指名通知（以下「公告等」という。）を行う入札につ

いて適用し、同日前に公告等を行った入札については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月31日告示第93号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この告示による改正後の別表第１の規定は、この告示の施行の日以後に一般競争入札の公告又は

指名競争入札の指名通知（以下「公告等」という。）を行う入札について適用し、同日前に公告等

を行った入札については、なお従前の例による。 

別表第１（第３条、第４条関係） 

区分 算定項目 調査基準算定割合 価格失格判定算定

割合 

算定項目に含まれ

る費目 

建設工事又は

製造の請負 

直接工事費 100分の97 100分の75 直接工事費、直接製

作費、機器費、設計

技術費、処分費等 

共通仮設費 100分の90 100分の70 共通仮設費、間接労

務費等 

現場管理費 100分の90 100分の70 現場管理費、工場管

理費、据付間接費、

技術者間接費等 

一般管理費等 100分の68 100分の30 一般管理費等 

地質調査業務

委託 

直接調査費 100分の100 100分の80 直接調査費 

間接調査費 100分の90 100分の80 間接調査費 

解析等調査業務

費 

100分の80 100分の70 解析等調査業務費 

諸経費の額 100分の48 100分の30 業務管理費、一般管

理費等 

測量業務委託 直接測量費 100分の100 100分の80 直接測量費 

測量調査費 100分の100 100分の80 測量調査費 

諸経費 100分の48 100分の30 間接測量費、一般管

理費等 

建築関係の建

設コンサルタ

ント業務委託 

直接人件費 100分の100 100分の80 直接人件費 

特別経費 100分の100 100分の80 特別経費 

技術料等経費 100分の60 100分の50 技術料等経費 

諸経費 100分の60 100分の50 直接経費、間接経費

土木関係の建

設コンサルタ

ント業務委託 

直接人件費 100分の100 100分の80 直接人件費 

直接経費 100分の100 100分の80 直接経費（積上計上

するものに限る。）

その他原価 100分の90 100分の80 間接原価、直接経費

（積上計上するも

のを除く。） 

一般管理費等 100分の48 100分の20 一般管理費等 

補償関係コン

サルタント業

務委託 

直接人件費 100分の100 100分の80 直接人件費 

直接経費 100分の100 100分の80 直接経費（積上計上

するものに限る。）

その他原価 100分の90 100分の80 間接原価、直接経費

（積上計上するも

のを除く。） 

一般管理費等 100分の45 100分の20 一般管理費等 

別表第２（第４条関係） 

(１) 建設工事又は製造の請負の場合 

項目 内容 

設計仕様書等に適合しない 発注者が示した設計図書及び仕様書等に計上した設計数量や工法、
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場合 施工条件を満足していない場合 

材料・製品について、発注者が示した設計仕様に適合した品質・規

格を満足していない場合 

積算内訳書の算出根拠が適

正でない場合 

算出根拠が明確でない場合 

金額が一括計上されている場合 

下請け見積額を下回る積算額が計上されている場合 

下請け見積書等の工事内容（規模、工法、数量等）が不明確な場合 

資材（機器）購入に係る見積額を下回る積算額が計上されている場

合 

監理技術者等の人件費、保険料、工事登録費用等の必要な経費が計

上されていない場合 

下請予定業者の見積金額が過去に取引した実績のある価格を基礎と

して見積もられておらず、積算内訳書記載価格がいわゆる「指し値」

である等、不当に低額に設定されたことが明白である場合 

建設副産物の処理が適正で

ない場合 

建設副産物について、適正な処理費用が計上されていない場合 

建設副産物の搬出予定地や処理体制等が設計仕様書等に合致してい

ない場合 

法令違反や契約上の基本事

項違反等であると認められ

る場合 

監理技術者等が重複専任になる場合 

その他法令違反 

上記のほか、適正な工事の履

行がなされないと認められ

る場合 

入札日から過去１年以内において、賃金不払い等で送検（労働基準

監督署から検察庁への書類送検）を受けている場合。ただし、不起

訴となった場合は除く。 

入札日から過去１年以内において、建設工事紛争審査会から下請代

金の未払い等で支払いを命じる仲裁判断が出された場合。ただし、

和解的仲裁判断は除く。 

(２) 業務委託の場合 

項目 内容 

設計仕様書等に適合しない場合 発注者が示した設計図書及び仕様書等に計上した設計数

量や契約の履行条件を満足していない場合 

機器について、発注者が示した設計仕様に適合した品

質・規格を満足していない場合 

積算内訳書の算出根拠が適正でない場合算出根拠が明確でない場合 

金額が一括計上されている場合 

再委託の見積額を下回る積算額が計上されている場合 

再委託の見積書等の委託内容（規模、工法、数量等）が

不明確な場合 

技術者の人件費、保険料等の必要な経費が計上されてい

ない場合 

再委託の見積額が過去に取引した実績のある価格を基礎

として見積もられておらず、積算内訳書記載価格がいわ

ゆる「指し値」である等、不当に低額に設定されたこと

が明白である場合 

法令違反や契約上の基本事項違反等であ

ると認められる場合 

技術者が必要な資格を有していない場合 

その他法令違反 

上記のほか、適正な業務委託の履行がな

されないと認められる場合 

入札日から過去１年以内において、賃金不払い等で送検

（労働基準監督署から検察庁への書類送検）を受けてい

る場合。ただし、不起訴となった場合は除く。 
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その他適正な業務委託の履行がなされないと認められる

場合 

様式第１号（第８条関係） 
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様式第２号（第８条関係） 
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様式第３号（第11条関係） 
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様式第４号（第13条関係） 
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様式第５号（第14条関係） 

 


